
1 

 

久喜市高齢者福祉計画・第９期介護保険事業計画策定に向けた 

高齢者実態調査及び今後のスケジュールについて 

 
１ 高齢者実態調査の進捗状況について 

令和５年度に策定する「久喜市高齢者福祉計画・第９期介護保険事業計画」の  

基礎資料として、高齢者の心身の状況や取り巻く環境等の実情を把握するための５

種類の実態調査（アンケート調査）を実施しました。 

   調査期間      令和４年１２月１９日～令和５年１月１０日 

   お礼状兼督促の発送 令和４年１２月２８日 

   調査結果集計・分析 令和５年１月～３月 

     調査報告書作成   令和５年３月 

 

（１）高齢者実態調査（日常生活圏ニーズ調査） 

対象者 65 歳以上の方（要介護 1～5の方を除く） 

対象者数 5,000 人（久喜西・久喜東・菖蒲・栗橋・鷲宮ごとに 1,000 人） 

主な内容 
・身体機能の状況 ・日常生活における動作や食事摂取の状況 

・地域活動への参加状況 ・健康状態 など 72問 

（２）要介護認定者調査（在宅介護実態調査） 

対象者 
令和 4年 1月から 10 月までに要介護認定の更新申請・区分変更申

請をした方（施設入所者を除く）本人及び主な介護者 

対象者数 1,500 人 

主な内容 
・在宅生活を続けていくために必要と考えられるサービス 

・介護をされている方の就労の状況 など 25 問 

（３）介護保険施設等入所者調査 

対象者 特別養護老人ホームなどの介護保険施設に入所している方 

対象者数 1,000 人 

主な内容 
・施設入所の期間 ・施設を選んだ理由、重視したこと 

・居室、食事、リハビリ等の状況 ・身体状態の変化 など 32 問 

（４）介護サービス事業所調査 

対象者 市内の介護サービス事業所 

対象者数 116 事業所 

主な内容 

・事業所の定員、利用者数 

・職員の技術や知識向上のための取り組み 

・人材確保 ・ケアマネジャーとの連携 など 25 問 

（５）ケアマネジャー調査 

対象者 市の介護保険事業に携わっているケアマネジャー 

対象者数 150 人 

主な内容 
・現職の就労年数 ・市内の介護サービスの供給（充足）状況・

医療と介護が連携するための課題 など 37 問 

議事（３）関連 

当日配布資料 
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２ 久喜市高齢者福祉計画・第９期介護保険事業計画策定に向けた今後の 

スケジュール（予定） 
年度 月 市 国（次ページ資料より） 

令
和
４
年
度 

８月  

計画作成に向けた各種調

査に関する説明会 

（動画配信、資料掲載） 

１２月 

～１月 
・高齢者実態調査実施 

 

 

２月 令和４年度第４回介護保険運営協議会 基本指針見直し議論 

３月 ・高齢者実態調査報告書作成 
計画に関する基本的な考

え方を提示 

令
和
５
年
度 

４月 

令和５年度第１回介護保険運営協議会 

・久喜市高齢者福祉計画・第９期介護

保険事業計画について（諮問） 

・計画策定の概要について 

 

７月 
令和５年度第２回介護保険運営協議会 

・計画素案の審議（骨子案） 
※基本指針案の提示 

９月 
令和５年度第３回介護保険運営協議会 

・計画素案の審議 
 

１０月 

令和５年度第４回介護保険運営協議会 

・計画素案の審議  

・サービス見込量、保険料の仮設定 

１２月 

令和５年度第５回介護保険運営協議会 

・計画素案の審議 

・パブリックコメント実施について 

 

１月 

令和５年度第６回介護保険運営協議会 

・パブリックコメントの結果報告 

・計画案に対する答申 

報酬改定率等の係数を設

定 

２月 ・久喜市介護保険条例の改正  

３月 
・久喜市高齢者福祉計画・第９期介護

保険事業計画を印刷 
 

 

※ 第９期介護保険事業計画の基本指針案について 

 介護保険法第１１６条において、厚生労働大臣は、地域における医療及び介護の総

合的な確保の促進に関する法律に規定する総合確保方針に即して、介護保険事業に係

る保険給付の円滑な実施を確保するための基本的な指針を定めるものとされていま

す。 

市町村は、国が定めた基本指針に即して、３年を１期とする介護保険事業計画を定

めることとされており、基本指針は、計画を策定する際のガイドラインとなります。 

国は、第９期介護保険事業計画の策定に向けた基本指針（案）について、令和５年

７月頃提示するものとしています。 
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参考 厚生労働省 社会保障審議会 介護保険部会 資料 



4 

 

 


